物品売買契約書
　小山町（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、物品の売買について、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。
（契約の目的）

第１条　甲が乙から購入する物品の品名、規格及び数量は、次のとおりとする。

（１）品名　　　　　　　　　　　　　　
（２）規格　　　　　　　　　　　　　　
（３）数量　　　　　　　　　　　　　　
（４）契約保証金　免除
（契約金額）

第２条　契約金額は、　　　　　　円（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　円）とする。

（契約の履行期限及び履行場所）

第３条　物品の納入場所及び納入期限は、次のとおりとする。

（１）納入場所　　　　　　　　　　　　　　
（２）納入期限　（令和）　　年　　月　　日
　（納入期限の延長）

第４条　乙は、天災その他事故の責に帰することができない理由により、納入期限までに納入することができないときは、その理由を明らかにした書面をもって、納入期限延長の申出をすることができる。

２　前項の申出は、納入期限内にしなければならない。

（検査）

第５条　乙は、物品を持ち込んだときは、その旨を甲に通知し、甲は、その通知を受けた日から起算して７日以内に、物品検収をして、乙の立会いの上、当該物品を検査するものとする。

２　乙は、検査に立会いできないときは、代理人を立会いさせるものとする。

３　物品の所有権は、検査に合格したときに乙から甲に移転するものとし、移転前に生じた損害及び検査のために必要な費用は、乙の負担とする。

（引換え等）

第６条　乙は、検査の結果不合格となった物品を、遅滞なく、引き取りかつこれに代わる物品を納入するものとする。この場合における検査は、前条の定めるところによる。

（契約代金の支払い）

第７条　甲は、物品の納入が完了した後において、乙から請求書により契約金額の支払いの請求を受けたときは、その日から起算して３０日以内に、乙に対して契約金額を支払うものとする。

（遅延損害金）

第８条　甲は、本契約及び取引上の社会通念に照らし甲の責めに帰すべき事由により、契約金額の支払いを遅延したときは、乙に対して、支払いの日までの日数に応じ、契約金額につき年２．６％の割合で計算した額の遅延損害金を支払う。

（遅延違約金）

第９条　甲は、乙が納入期限までに物品を納入しない場合は、納入期限の翌日から起算して納入の日までの遅延日数に応じ、契約金額につき、年２.６パーセントの割合で計算した違約金を乙に請求することができる。

（追完請求権）

第１０条　納入された物品が、種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものである場合（以下「契約不適合」という。）は、甲は、乙に対し、当該物品の補修、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、乙は、甲に不相当な負担を課するものでないときは、甲が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

２　前項の契約不適合が、甲の責に帰すべき事由によるものであるときは、甲は履行の追完を請求することができない。

（契約金額減額請求権）

第１１条　契約不適合のある場合、甲は相当の期間を定めて乙に対して履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、甲は、その契約不適合の程度に応じて契約金額の減額を請求することができる。ただし、履行の追完が不能であるとき又は履行追完を拒絶する意思を明確に示したときは、催告をすることなく直ちに契約金額の減額を請求することができる。

２　契約不適合が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、前項の規定による契約金額の減額の請求をすることができない。

（準用）

第１２条　前２条の規定は、債務不履行による損害賠償の請求並びに催告による解除及び催告によらない解除権の行使についても準用する。

（買主の権利の期間制限）

第１３条　乙が、契約不適合の物品を納入した場合において、甲が不適合を知ったときから１年以内にその旨を乙に通知しないときは、甲は、その契約不適合を理由として、履行の追完の請求、契約金額の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。ただし、乙が納入のときに契約不適合を知り又は重大な過失によって知らなかったときはこの限りでない。

（買主の解除権）

第１４条　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、任意にこの契約を解除することができる。この場合において、解除により乙に損害があっても、甲はその賠償の責めを負わない。

（１）乙が、期限内にこの契約に定める債務を履行しないとき、又は履行の見込みがないと認められる場合

（２）乙から契約解除の申し出があった場合

（３）乙が契約の履行について不正の行為をした場合

（４）その他乙又はその代理人がこの契約に違反した場合

２　甲は、この契約に関して乙又は乙の代表者、代理人、使用人その他の従業員が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確定したときに該当するときは、この契約を解除することができる。この場合において、解除により乙に損害があっても、甲はその賠償の責めを負わない。

（疑義の決定）

第１５条　この契約に定めのない事項又はこの契約に定める事項に疑義が生じたときは、法令の定めるところによるほか、甲乙協議の上、決定するものとする。

上記契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を所持する。

（令和）　　年　　月　　日

住　　　　所　　静岡県駿東郡小山町藤曲５７番地の２

甲

職氏名　　小　山　町　長　　〇　〇　〇　〇　　㊞
住所又は所在地
乙　  商号又は名称

氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

印紙税法


第5条により


非課税





※あくまで契約書の基本例です。適時、変更して使用してください。








